
 

 

八代市監査委員公告第１号 

 

地方自治法第１９９条第１２項の規定に基づき、平成２５年４月から平成２６年１月

までに行った定期監査の結果に対する措置状況報告書を、別紙のとおり公表します。 
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平成２５年度定期監査結果に対する措置状況報告書 

 

監査実施期間 平成 25年 5月 7 日 ～ 平成 25年 5月 15 日 

対象課  文化まちづくり課          措置(改善計画書提出)日 Ｈ25.8.5 

指摘事項 措置（改善）内容 

１ 千丁文化センター及び鏡文化センターの

切手受払簿と現品が一致していなかった。 

郵便切手類は、現金と同様に厳格に取り扱

われるべきものである。 

受払の都度、現品の動きにあわせて受払簿

に記帳するとともに、複数で定期的に現品と

照合するなど、厳格な管理に努めていただき

たい 

 

１ 監査での指摘を受けて、厚生会館を含め

て、受払簿の様式を統一し、切手、はがきの

帳簿上の残額と現物の合計額の精査を徹底

するとともに、毎月末時点での突合、並びに

課長による検査を行うようにいたします。 

 

監査実施期間 平成 25年 5月 7 日 ～ 平成 25年 5月 15 日 

対象課  市民活動支援課           措置(改善計画書提出)日 Ｈ25.7.29 

指摘事項 措置（改善）内容 

１ 消費生活相談員に係る費用弁償について、

８月分の旅費を翌年４月に支給するなど事

務に遅れが見られた。 

八代市職員等の旅費に関する条例及び同

条例施行規則には旅費の支払期限について

の規定はないが、用務終了後速やかに支給す

べきである。 

また、宿泊を伴うものについて、旅費が用

務後に支給されていたが、負担が大きいた

め、用務前に支給するよう検討していただき

たい。 

 

２ 「八代市がまだしもん応援事業補助金」に

おいて、平成２４年１０月に実績報告書を提

出した団体に対して、平成２５年３月に補助

金の確定通知が行われていた。 

また、補助金額の決定に影響はなかったも

のの、実績報告書において、領収証の合計と

報告書の金額が異なるものがあった。 

八代市補助金等交付規則第１６条では「実

績報告を受けたときは、その内容を審査し、

及び必要に応じて現地調査等を行い、補助金

等の交付の決定の内容及びこれに付した条

件に適合するかどうか調査するものとする」

と規定されている。 

事務処理が遅延することなく正確な審査

を行い、適正な事務処理に努めていただきた

い。 

 

１ 費用弁償の支払いについては、負担が少な

いような日帰りの場合は、終了後速やかに支

払い、負担が大きいような宿泊を伴うものに

ついては、事前に支払ができるよう事務処理

を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

２ 「八代市がまだしもん応援事業補助金」の

事務処理においては、事務処理状況確認シー

トを作成し、各事業の補助金交付申請、交付

決定、請求、実績報告、確定通知、精算など

の処理状況を明記することにより、事務処理

の遅れ、未処理がないよう担当者自身がチェ

ックを行います。また、このシートを決裁時

に添付することにより、担当者及び決裁権者

の複数でチェックを行います。また、事業完

了後の実績報告についても、領収書合計と報

告書等の金額に差異がないよう、複数でチェ

ックを行います。 
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監査実施期間 平成 25年 5月 21 日 ～ 平成 25 年 5月 29 日 

対象課  防災安全課             措置(改善計画書提出)日 Ｈ25.7.25  

指摘事項 措置（改善）内容 

１ 消防団用法被購入において、同時期に合計

３３７，０５０円の予算執行伺が８件に分け

て起案されていた。 

合計額１０万円を超える物品調達は、「物

品調達事務手引き」により契約検査課へ集中

調達依頼を行うものとされており、今回の事

例は、予算執行伺をまとめて起案し集中調達

を行うべきものであった。 

調達手続きの透明性確保のため、「物品調

達事務手引き」に基づき、適切な事務処理に

努めていただきたい。 

 

１ 今後は、早めに消防団用被服等の必要数を

把握し、予算執行伺の作成及び集中調達機関

への依頼を実施します。 

 

 

監査実施期間 平成 25年 6月 27 日 ～ 平成 25 年 7月 5日 

対象課  水道局               措置(改善計画書提出)日 Ｈ25.8.7 

指摘事項 措置（改善）内容 

１ 簡易水道事業の予算執行専決区分につい

て、八代市事務決裁規程を適用し、部長専決

（健康福祉部長）されているものが散見され

た。 

八代市長の権限に属する事務の委任及び

補助執行に関する規則第５条により、簡易水

道事業に関する事務は「水道事業管理者の権

限を行う市長」に対して委任する事務とされ

ており、受任した事務は八代市水道局処務規

程に基づき執行されるべきである。 

なお、八代市水道局処務規程には局長専決

事項のみが規定されており、「特に重要又は

異例と認められるものについては管理者の

決裁又は指示を受けなければならない」と規

定されていることから、局長専決とならない

場合は、「水道事業管理者の権限を行う市長」

の決裁が必要となる。 

規程に基づく適正な予算執行専決区分に

より、事務処理を行っていただきたい。 

 

１ 今後、八代市水道局処務規定に基づき予算

執行専決区分を適用することとします。 

 

監査実施期間 平成 25年 9月 26 日 ～ 平成 25 年 10 月 4 日 

対象課  秘書課               措置(改善報告書提出)日 Ｈ26.5.30   

指摘事項 措置（改善）内容 

１ 新聞購読料について、７月初めに請求のあ

ったものを１０月に支払うという支払遅延

が見られた。 

地方公共団体の支払遅延防止については、

政府契約の支払遅延防止等に関する法律が

準用されるため、その規定に基づく支払時期

を遵守しなければならない。 

支払遅延とならないよう、適正な事務処理

に努めていただきたい。 

１ 支出命令が手元にあることに気づかずフ

ァイリングし、支払遅延となってしまったも

のです。以降、５社（６紙分）各社の執行伺

と支払状況を随時確認し、支払遅延防止に努

めています。 
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監査実施期間 平成 25年 9月 26 日 ～ 平成 25 年 10 月 4 日 

対象課  広報広聴課             措置(改善報告書提出)日 Ｈ27.1.29   

指摘事項 措置（改善）内容 

１ ケーブルテレビ利用料の減免について、

「世帯収入」、「世帯員の構成」等の確認が減

免申請時のみ行われていた。 

 利用料の減免については、八代市有線テレビ

ジョン放送施設等条例第１０条に減免条件

が規定されている。また、同条例施行規則第

１０条第３項には「減免の適用を受けたもの

が、その申請の内容に変更が生じた場合は、

速やかに届けなければならない」と規定され

ている。 

 

２ 「世帯収入」、「世帯員の構成」等について、

定期的に調査・確認を行い、減免の条件を満

たしているか確認するとともに、減免の条件

に変更があった場合には届出を行うよう、減

免適用者に周知徹底を図っていただきたい。 

 

１ 調査・確認について 

・世帯収入は、毎年、市・県民税確定後に各支

所で確認し、状況に応じて適正な処理を行う

こととました。 

・世帯員の構成は、毎月、広報広聴課において

前月分の住民異動を総合行政システムによ

り抽出後、各支所で確認し、状況に応じて適

正な処理を行うこととしました。 

 

２ 周知徹底について 

・申請時に、申請内容に変更があった場合は届

け出ることを口頭で説明するとともに、定期

的にケーブルテレビや支所だよりに掲載す

ることとしました。 

 

監査実施期間 平成 25年 9月 26 日 ～ 平成 25 年 10 月 4 日 

対象課  ごみ対策課             措置(改善報告書提出)日 Ｈ26.5.16 

指摘事項 措置（改善）内容 

１ 領収書の取扱について、あらかじめ連番号

を付していないもの、相手方の記入がないも

の、書き損じた領収書の保管がないものなど

あった。領収証は、金銭の授受を確認する証

拠書類であることから、厳格な取扱が必要で

ある。適正な事務処理に努めていただきた

い。 

 

２ 施設内の自動販売機設置について、行政財

産使用許可に必要な手続きが行われていな

かった。八代市有財産取扱規則第２４条で

は、「行政財産は、行政財産の用途又は目的

を妨げない限度において使用させることが

できる」と規定されており、その手続きとし

て、許可の申出により、条件を付して許可証

を交付することとなっている。八代市市有財

産取扱規則を遵守し、適正な事務処理に努め

ていただきたい。 

 

３ タイヤの交換修理に伴う見積書開札にお

いて、予算価格調書の封筒が開封されておら

ず、予定価格の確認がないまま、相手方が決

定されていた。「随意契約の手引き」では、

予定価格の制限の範囲内で最低価格の者を

契約相手方とするとされており、相手方を決

定する上で必ず予定価格を確認しなければ

ならない。「随意契約の手引き」に基づき、

適正な事務処理に努めていただきたい。 

 

１ 領収証の取扱については、連番号を符号

し、記入内容についても遺漏の無いよう課内

のチェック体制を見直し、適正な事務処理が

できるよう改善しました。 

 

 

 

 

２ 施設内の自動販売機設置については、「八

代市市有財産取扱規則」に則り、相手方に使

用許可の申出を提出させたうえで許可証の

交付を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

３ 当課で行う「随意契約」については、「随

意契約の手引き」に基づき、適正な事務処理

を行うため、事務処理の流れを再確認してチ

ェック体制の強化を図りました。 
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監査実施期間 平成 25年 10 月 8日 ～ 平成 25 年 10 月 17 日 

対象課  環境課               措置(改善報告書提出)日 Ｈ26.5.28 

指摘事項 措置（改善）内容 

１ 鏡墓園の年度途中の使用許可において、管

理料は八代市営墓園条例施行規則第１６条

に基づき月割計算が行われていたが、年額か

ら月額を割り出した際に１円未満を切り捨

て、それに使用月を乗じるという計算の途中

での端数処理が行われていた。 

  国等の債権債務等の金額の端数計算に関

する法律第２条第１項に、「確定金額に一円

未満の端数があるときは、その端数を切り捨

てるものとする」と規定されていることか

ら、計算の最後に端数処理を行うべきであ

る。 

  適正な事務処理を行っていただきたい。 

  

２ 狂犬病予防対策事業の収入事務で、業務終

了から調定までに１ヵ月、さらに債務者から

の納入まで２ヵ月半を要していた。 

納入期限については、八代市会計規則第１

０条に「調定をした日の翌日から２週間以

内」と規定されている。 

速やかに調定を行うとともに、八代市会計

規則に基づき、納入期限を明示した納入通知

を行うなど、適正な事務処理に努めていただ

きたい。 

 

３ 斎場用のＡＥＤパッド交換において、交換

前の使用期限が５月３１日であるのに対し、

新たなＡＥＤパッドの納品期限が６月２８

日とされていた。 

  使用期限、納入期限には十分注意し、事務

処理に遅れがないよう留意していただきた

い。 

 

４ 公用車車検の随意契約において、開札調書

に消費税込と消費税抜の金額が混同して記

入されていた。また、消費税の取り扱いの誤

りにより、見積書と異なった金額で契約が行

われていた。 

開札調書は同条件で公正な比較を行わな

ければならない。また、契約書を作成する際

には、見積書の金額と契約額が一致している

か、関係書類を十分確認しなければならな

い。 

今回の事例は落札者決定に影響はなかっ

たが、関係書類の確認体制を強化し、適正な

事務処理に努めていただきたい。 

 

１ 管理料の計算は、最後に端数処理を行い、

適正な事務処理に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 業務終了後、速やかに調定を行うととも

に、納入期限を明示した納入通知を行いま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 使用期限の把握を的確に行い、納入期限ま

でに完了するよう適正な事務処理を行いま

す。 

 

 

 

 

 

４ 今後、公用車車検の開札調書は、同条件で

比較を行います。 

  また、関係書類の確認体制を強化し、適正

な事務処理を行います。 
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監査実施期間 平成 25年 10 月 24 日 ～ 平成 25 年 11 月 1 日 

対象課  商工振興課             措置(改善報告書提出)日 Ｈ27.2.2   

指摘事項 措置（改善）内容 

１ 公用車バッテリー修繕において、見積金額

が執行予定額を超えていたため。増額の変更

執行伺が起案されていた。 

 「随意契約の手引き」では、予定価格を下回

る見積がなかった場合の取り扱いが規定さ

れており、安易に執行予定額の増額はできな

い。 

 「随意契約の手引き」に基づき、適正な事務

処理に努めていただきたい。 

１ 公用車バッテリーの執行予定額を設定す

るために、インターネット上の価格を参考と

したため、市内実勢価格と差が生じ予定価格

を超える見積を提出されていました。 

今後、執行予定額を設定する際には市内

実勢価格を参考とするとともに、予定価格を

下回る見積がなかった場合は、随意契約の手

引きに基づき、適正な事務処理に努めます。 

 

 

監査実施期間 平成 25年 10 月 24 日 ～ 平成 25 年 11 月 1 日 

対象課  国際港湾振興課           措置(改善報告書提出)日 Ｈ26.5.16 

指摘事項 措置（改善）内容 

１ 出張先でのレンタカー借上げにおいて、支

出命令書の支払方法は資金前渡となってい

たにも関わらず、事前に受け取りがなく立て

替えが行われていた。 

普通地方公共団体の支出方法は、地方自治

法、八代市会計規則等で規定されており、立

て替えを行うことはできない。 

適正な事務処理に努めていただきたい。 

 

１ 事前に支出するよう努めます。 

 

監査実施期間 平成 25年 11 月 6日 ～ 平成 25 年 11 月 14 日 

対象課  区画整理課             措置(改善報告書提出)日 Ｈ26.5.30 

指摘事項 措置（改善）内容 

１ 八千把地区土地区画整理事業保留地売払

における変更契約について、決裁権者による

決裁が行われないまま契約が締結されてい

た。 

契約を締結する場合は、八代市事務決裁規

程に基づき、意思決定のための決裁が必要で

ある。 

適正な事務処理を行っていただきたい。 

 

１ 今後は、変更契約を行う必要が生じた場

合、決裁伺により漏れなく決裁を受けます。 

 

 

 

 

監査実施期間 平成 25年 11 月 6日 ～ 平成 25 年 11 月 14 日 

対象課  建築住宅課             措置(改善報告書提出)日 Ｈ26.5.30 

指摘事項 措置（改善）内容 

１ 住宅使用料の領収証の取り扱いで、出納員

名や取扱者名がないもの、あらかじめ連番号

を付してないもの、書き損じた領収証の保管

がないものなどがあった。 

領収証は、金銭の授受を確認する重要な証

拠書類であることから、厳格な取り扱いが必

１ 住宅使用料の領収書の取り扱いについて

は、出納員名、取扱者名の記入漏れ等の防止

を行っており、あらかじめ連番号を付し、番

号が抜けないよう徹底しています。 

また、書き損じた場合には、斜線等を引き、

折り込んで使用できないように改善してい
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要である。 

適正な事務処理に努めていただきたい。 

 

２ 駐車場使用料の滞納繰越分の調定額が前

年度の収入未済額より少ない額となってい

た。 

毎月及び年度末の収入状況の確認を十分

に行い、誤差が生じないよう適正な事務処理

に努めていただきたい。 

 

 

 

 

 

 

３ 物品購入の契約事務において、見積額が同

額となったため、再度の見積徴収により相手

方が決定されていた。 

八代市競争契約入札心得第１１条では、

「落札となるべき同価の入札をした者が２

人以上あるときは、当該入札者にくじを引か

せることにより落札者を定める」と規定され

ており、「随意契約の手引」においても「競

争入札の場合と同様に『くじ』で相手方を決

定することが適当」と記載されている。 

八代市競争契約入札心得等を遵守し、適正

な契約事務処理に努めていただきたい。 

 

４ 家賃等の滞納整理事業において、平成２０

年度は８件、平成２１年度は１２件の明渡し

請求等の法的措置が行われているが、平成２

２年度以降は、法的措置がなされていなかっ

た。 

八代市営住宅設置管理条例第３３条では、

入居者が家賃を３月以上滞納したとき等は、

明け渡しの請求ができると規定されている。 

居住者間の公平性の観点からも滞納者の

状況把握を行い、滞納家賃の早期収納に努め

るとともに、必要に応じて、明渡し請求等の

法的措置を講じていただきたい。 

 

ます。 

 

 

２ 駐車場使用料の滞納繰越分の調定額と、前

年度の収入未済額との不一致については、過

年度分の駐車場使用料の還付処理を行った

ところ、処理方法を誤り、歳出還付処理では

なく、歳入還付処理を行っていたもので、出

納閉鎖後に判明しました。 

今後、このようなことが無いよう、担当す

る職員に対して取り扱いについての研修を

行いました。引き続き適正な事務処理に努め

るとともに、出納閉鎖前にも十分なチェック

を行うこととしました。 

 

３ 物品購入の契約事務において、２回目の見

積徴取は、不調のときに行うもので、このケ

ースでは、見積額が予定価格内だったため、

２回目の見積徴取を行うのではなく、くじ引

きで相手先を決定すべきでした。 

今後は、八代市競争契約入札心得第１１条

に基づき、適正な契約事務処理に努めます。 

 

 

 

 

 

 

４ 家賃等の滞納整理については、改善策とし

て滞納者への電話催告を行うようにしまし

た。 

また、高額滞納者に対しては納付相談等を

進めています。職員においては派遣研修を受

講し、法的措置のための知識の習得に務めて

おり、悪質滞納者に対して法的措置を講じる

対策を進めていきます。 

 

 

 

 

 

監査実施期間 平成 25年 11 月 18 日 ～ 平成 25 年 11 月 27 日 

対象課  観光振興課             措置(改善報告書提出)日 Ｈ26.6.12 

指摘事項 措置（改善）内容 

１ 東陽石匠館の団体入場者へ交付する領収

証について、現在は使用できない市町村合併

前のものが使用されていた。 

八代市会計規則第１３条では、「現金等を

収納するときは、出納員等が交付する領収証

は、会計管理者から交付を受けた領収証書に

よる」と規定されている。 

八代市会計規則を遵守し、正式な領収証で

収納事務を行っていただきたい。 

１ 指摘の東陽石匠館の領収書については、監

査指摘後、早急に会計管理者から交付を  

受けた領収証書に変更しました。 
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監査実施期間 平成 25年 11 月 18 日 ～ 平成 25 年 11 月 27 日 

対象課  街路公園課             措置(改善報告書提出)日 Ｈ26.5.28 

指摘事項 措置（改善）内容 

１ 公園使用料について、受付時に計算誤りが

あり、後日、不足分が徴収されていた。 

八代市都市公園条例に基づき、適正に使用

料を計算するとともに、現金取り扱いにおけ

る内部のチェック体制の強化を図っていた

だきたい。 

 

２ 音楽ライブによる公園使用において、使用

料が減免されていた。 

八代市都市公園条例第１２条で、「利用す

る者の責めに帰することができない理由や、

市長が必要と認める場合においては減免で

きる」と規定されているが、今回の音楽ライ

ブは公益性の高いものとは言えず、減免適用

は適当ではない。 

使用料減免については、使用目的の公益

性、本市事務事業との関連性等を考慮した上

で慎重に行うべきである。 

八代市都市公園条例を遵守するとともに、

減免基準の設定等により内部のチェック体

制の強化を図り、適正な事務処理に努めてい

ただきたい。 

 

１ 委託業者の使用料徴収担当者への指導お

よび内部のチェック体制の強化を行い、再発

の防止に努めているところです。 

 

 

 

 

２ 平成２６年度より、音楽ライブにつきまし

ては、ステージ面積分の使用料を徴収するこ

とに改めることといたしました。 

 

 

監査実施期間 平成 26年 1月 7 日 ～ 平成 26年 1月 17 日 

対象課  博物館               措置(改善報告書提出)日 Ｈ26.5.14 

指摘事項 措置（改善）内容 

１ 講座の実費徴収金を収納する際に、独自に

作成した領収証が発行されていた。 

八代市会計規則第１３条では、「現金等を

収納するときは、出納員等が交付する領収証

は、会計管理者から交付を受けた領収証書に

よる」と規定されている。 

八代市会計規則を遵守し、正式な領収証で

収納事務を行っていただきたい。 

 

２ 博物館の図録販売を、Ａ財団法人に依頼し

ているが、収納事務の委託契約が結ばれてい

なかった。 

私人の公金取扱については、地方自治法第

２４３条により、法律又は政令に特別の定め

がある場合を除くほかは原則として禁止さ

れているが、博物館の図録販売のような物品

販売については、地方自治法施行令第１５８

条第１項にその収納の事務を委託できると

規定されている。 

図録販売については、委託契約を締結した

上で、同条第２項に基づきその旨を告示し、

かつ、公表していただきたい。 

また、販売代金は価格の２割を相手方の手

数料として差し引き、８割を市の歳入として

受け入れていた。 

１ 平成２６年３月収納分より、正式な領収書

で収納事務を行うようにしました。 

 

 

 

 

 

 

 

２ 平成２６年３月３１日に委託契約を締結

し、その旨告示しました。また、博物館ホー

ムページ上で公表しました。 

また、販売価格全体を歳入（雑入）として

受け入れ、手数料の２割については、委託料

より支出するようにしました。 
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地方自治法第２１０条の総計予算主義の

原則により、歳入と歳出を相殺することはで

きない。販売価格全額を歳入として受け入

れ、手数料の２割については、委託料として

支出しなければならない。 

地方自治法等を遵守し、適正な事務処理に

努めていただきたい。 

 

３ 燃焼機器部品交換の契約事務において、消

費税の取り扱いの誤りにより、見積書と異な

った金額で契約が行われていた。 

契約書を作成する際には、見積書の金額と

契約額が一致しているか、関係書類を十分確

認しなければならない。 

関係書類の確認体制を強化し、適正な事務

処理に努めていただきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 契約書を作成する際は、見積書の金額と契

約金額が一致しているか、関係書類を十分確

認するようにしました。 

 

 

監査実施期間 平成 26年 1月 21 日 ～ 平成 26 年 1月 29 日 

対象課  生涯学習課             措置(改善報告書提出)日 Ｈ27.2.5 

指摘事項 措置（改善）内容 

１ 旅費において、概算払又は資金前渡の精算

がされていないものが散見された。 

八代市会計規則では、当該事務又は支払の

完了後７日以内に精算を行うよう規定され

ている。 

八代市会計規則を遵守し、適正な事務処理

に努めていただきたい。 

 

２ 契約締結伺又は相手方決定伺が必要な事

例で伺が起案されていないものが散見され

た。 

請書・契約書を要するものは契約締結伺、

見積書をもって契約書に代えるものにおい

て２者以上から見積書を徴した場合は、相手

方決定伺の起案が必要である。 

「財務事務の手引き」、「随意契約の手引

き」等に基づき、適正な事務処理に努めてい

ただきたい。 

 

３ 自治公民館整備費補助金において、申請時

の添付資料である契約書に工期や契約日が

空欄となっているものがあった。 

八代市社会教育施設（自治公民館）整備費

補助金交付要綱第３条では、事業着手年度中

の事業完了が補助対象事業の条件とされて

いる。 

補助金申請書受付時には、書類の確認を徹

底していただきたい。 

 

４ 事業委託契約において、契約書で「全額又

は分割して前払いができる」と定めてあるた

め、委託料全額を年度当初に概算払により支

払われているものが散見された。 

地方自治法施行令第１６２条第６号及び

八代市会計規則第３０条第１項の規定によ

１ 庶務事務研修等により、事務処理の手順等

の確認の徹底を行い、旅費を概算払いや資金

前渡で支出した場合は、必ず用務終了後７日

以内に精算を行なうよう改めました。 

  今後は適切な事務処理に努めます。 

 

 

 

２ 事務処理の手順等の確認の徹底を行い、２

者以上から見積書を徴した場合は、契約伺又

は相手方決定伺の起案を行なうように改め

ました。今後は適正な事務処理に努めます。 

  また、各公民館主事への研修等で書類の確

認等の徹底を図っています。 

 

 

 

 

 

３ 申請書等の書類については、チェック体制

を見直し、申請書等の不備が無いように改め

ました。 

また、各公民館主事への研修等で書類の確

認等の徹底を図っています。 

 

 

 

 

 

４ 契約内容の確認や概算払いの必要性、支払

回数等を判断し、会計規則に沿った支払い事

務を行いました。 

  Ｈ２６年度は概算払いを行った後、書類の

精査を行い精算することとしております。 
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り、委託料を概算払するには、「経費の性質

上概算をもって支払をしなければ事務の取

り扱いに支障を及ぼす経費」であることが前

提となるが、その確認が行われていない。 

概算払の必要性、支払回数を検討し、法令

を遵守した支払事務を行っていただきたい。 

また、概算払を行った場合は、精算時に収

支報告書、領収証等により、収支について精

査していただきたい。 

 

 


